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『アジア経済』XLVI‒4（2005. 4）

は じ め に

IC 産業は今日の台湾経済の支柱のひとつで

ある。その起源が1970年代に実施された国家プ

ロジェクト，「集積回路模範工場設置計画」（「設

置積体電路示範工廠計画」。以下，IC プロジェク

ト）にあることはよく知られている（注１）。1970

年代前半，台湾には IC の組立メーカーがある

だけだった。IC プロジェクトの成功によって

ようやく，IC 産業の中核である設計とウェハ

ー加工の能力を台湾は持つことになったのであ

る（注２）。台湾という後発工業国において，この

ような新産業の生成がどうして可能だったのか

という問題は，台湾の経済発展の観点から，さ

らに広く後発国の工業化という観点から重要で

ある。特に台湾の IC 産業が当初，甚だ貧弱な

基礎しか持っていなかったことを考えると，プ

ロジェクトの構想は飛躍を伴う，非常に創造的

なものであったと評価できる。それが著者の問

題意識の焦点である。すなわち，このように革

新的なプロジェクトの目標がどのように設定さ

れ，それを達成する手順がどのように整えられ

ていったのか，その模索あるいは選択の過程を

明らかにすることは大きな意義があると考えて

いる。

過去の主な研究は，国家の役割が IC 産業の

生成において決定的だったという見解を提示し

てきた［Meaney 1994 ; Mathews 1995 ; Hong 1997 ; 

呉・沈 1999 ; 青山 1999 ; 佐藤 2000a ; Mathews and 

Cho 2000］（注３）。プロジェクトの成功をもたらし

たより具体的な要素としては，孫運 経済部長

のリーダーシップ，工業技術研究院（以下，工

研院）の設立，在米華人技術者の協力が大部分

の研究において指摘されてきた。

しかし，いずれの研究も上述の著者の問題意

識への回答としては不十分である。まず Mean-

ey （1994）， Mathews （1995），Hong （1997），

Mathews and Cho （2000） はプロジェクトの過

程について，断片的な，あるいは非常に縮約さ

れた叙述しかしていない（注４）。そのため，プロ

ジェクトの各局面において，目標と手順に関す

るアイデアが混沌とした状態からどのように結

晶化していったのか，あるいは複数の選択肢の

中からどのように選択が行われていったのか，
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十分に示されていない。その結果，上の３つの

要素が重要であるという指摘も説得力が不足し

ている。

呉・沈（1999）と佐藤（2000a） はプロジェク

トの過程について比較的，詳細に叙述してい

る。しかし，両論文とも資料面で蘇 （1994）に

大きく依拠し，そのために問題が生じている（注５）。

蘇（1994） は IC プロジェクトを実施した工研

院電子工業研究所の公式の歴史であり，貴重な

証言や一次資料からの引用が収められている。

しかし，それ自体は二次資料であるため，執筆

した蘇の主観による偏りや見落としが生じるの

は避けられない。実際，プロジェクトの実施段

階において電子工業研究発展センター（後の電

子工業研究所）の副主任及び主任であった胡定

華は，蘇（1994）に誤りや偏向があると指摘し

ている［何 1998,  A59］。

以上を総合すると，台湾の IC 産業の生成過

程はより広範かつ詳細な事実に基づきながら分

析する必要があり，そのためには資料上の制約

を打破しなくてはならない。プロジェクト当時

の英文，中文の諸資料を収めた潘文淵『IC プ

ロジェクト─中華民国工業化の実験例─』（The 

I.C. Project: A Case-Experiment of ROC Industri-

alization. 以下，『IC プロジェクト』または Pan 

1978）は，まさにこのような要求を満たす資料

である。ところが，後述するようにアクセスが

難しいため，Pan（1978）の存在はあまり知ら

れていない。筆者の知るかぎり，Pan（1978）

を用いた研究は翁（1997）と王（2004）のみで

ある。しかし，翁（1997）は Pan（1978）のご

く一部しか利用していない。王（2004）はより

積極的に使っているが，筆者の上述の問題意識

からすれば Pan（1978）には依然として大きな

利用価値が残されている。筆者はこのような研

究状況を鑑み，Pan（1978）を自らの研究に用

いるだけではなく，資料として紹介することに

も十分な意義があると考え，本稿を著すことに

した。

本稿は以下，次のように構成されている。第

Ⅰ節では Pan（1978）の資料としての性格と編

者，潘文淵及び IC プロジェクトの概要につい

て紹介する。第Ⅱ節から第Ⅵ節は Pan （1978）

の解説となる。筆者の問題意識に基づき，IC

プロジェクトの５つの局面に着目している。す

なわちプロジェクトの企画段階でのターゲット

や実施主体をめぐる模索，プロジェクト始動後

の技術選択をめぐる模索，プロジェクト内での

工研院と電子技術顧問委員会（Technical Advi-

sory Committee。以下，TAC）の間の摩擦，プ

ロジェクトに対する外部からの批判とそれへの

応答，プロジェクトの成果の事業化についての

議論である。第Ⅶ節では前５節で行った観察か

ら浮かび上がってきた構造的な条件として，

1970年代の台湾の国家機構の特徴と在米華人社

会と台湾の関係について整理する。最後にむす

びでは，本稿の成果を要約し，今後の課題を示

す。

Ⅰ　潘文淵と『IC プロジェクト』

１．潘文淵の経歴と ICプロジェクトの概要

潘文淵（Pan, Wen Yuan）について，主に工

研院本部の潘文淵紀念館にある年譜によりなが

ら紹介し，同時に IC プロジェクトの概要も示

す（表１も参照されたい）。潘は1912年７月15日，

中国江蘇省蘇州で生まれた。1935年，交通大学

電機工学科を卒業，37年にアメリカのスタンフ
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表１　ICプロジェクトの経過

 1973 蒋経国の指示。

　　 秋 潘文淵からの最初の提案。

　　 11.　4 方賢斉，「『電子時計』研究計画概略」を作成，提出。

 1974. 1.19 潘，渡台（～2.8）。

 2.　7 潘，費　，孫運　，高玉樹，方，康宝煌，王兆振らによる朝食会。

 2.21 方と王，計画書を孫と高に提出。

 7.　4 潘，渡台（～7.26）。

 7.10 孫主催の夕食会。

 7.22 潘，近代工学技術会議でICプロジェクトを提案。

 9.　1 工業技術研究院，電子工業研究発展センターを設置。

  「科導会」より経済部と工研院に，ICプロジェクトを批判する「『工業発展』と『工業研究』

　　　　　 の問題」（「『工業発展』與『工業研究』問題」）が提出される。

 9.16 潘，RCA社に辞表を提出（実際に退職したのは翌75年６月30日と見られる）。

　　 10.24 王，潘に「ICの技術移転に関する概括的ガイドライン」を送る。

　　 10.26 TAC，設立される。

　　 12.　8 TAC第２回会議。

 1975. 1.　5 TAC第３回会議。王も参加。

 2.1～2 TAC第４回会議。

 3.　9 潘，渡台（～3.30）。

 4.5～6 TAC第５回会議。

 5.11 TAC第６回会議。

 6.12 王，手紙で潘に，潘と羅无念は来台する必要がないと告げる。

 7.　5 TAC第７回会議。王と胡定華が参加。

 8.　1 潘は王への手紙でRCA社を候補に加えるように求める。手紙は孫にもccで送られる。

 8.15 孫，王に対してRCA社を候補に加えることを文書で指示する。

 8.24 TAC第８回会議。スタンフォード大学の専門家を訪ねる。

 9.11 TAC第９回会議。RCA社を推す。

 9.24 王，「IC設計及び製造技術の導入に関する外国企業との協議の結果報告」を提出。ヒューズ   

　　　　　 社を推す。

　　 10.　2 潘，台湾へ向かう前，ヒューズ社を訪ねる。ヒューズ社のプロジェクトに対する誤解が明ら

　　　　　 かになる。台湾には12月11日まで滞在。

 10.27～29 工研院とRCA社の交渉。

 11.10～12 工研院とヒューズ社の交渉。

　　 11.20 王，「IC設計及び製造技術の導入に関する提案」を提出。RCA社を推す。

　　 12.14 TAC第10回会議。

 1976. 1.　4 TAC第11回会議。

 1.　6 徐賢修から王へ，朱伝渠の報告が送られる。

 1.14 康，朱への反論をまとめる。

 1.22 潘，凌宏璋とともにダラスに赴き，張忠謀を訪ねる。

 2.19 TAC第12回会議。

 2.29 潘，渡台（～4.30）。

 3.14 TAC第13回会議。

 4.20 IC発展計画ワーキング・グループ第１回会議。



5050

資 料

ォード大学に留学，40年に工学博士号を取得し

た。1945年，RCA社（Radio Corporation of Amer-

ica）に入り，以後，そのプリンストン研究所

で超短波の研究に従事した。

潘の台湾（注６）との関わりは1966年，「近代工

学技術会議」（「近代工程技術研討会」）（注７）の発足

への参加から始まった。1973年，当時，既に父，

蒋介石総統の後継者として実質的な最高権力者

となっていた蒋経国行政院長が産業高度化のア

イデアを広く募ると，それに応え，デジタル・

ウォッチの技術導入プロジェクトを提案した。

これがその後，IC プロジェクトへと発展して

いった。1974年９月，工研院（注８）に電子工業研

究発展センターが設置され，プロジェクトは実

質的にスタートした（正式には翌年から）。

潘は企画を煮詰め，実施に移していく過程で，

実施主体となった工研院の顧問として中心的な

役割を担い続けた。そのために1974年９月には

RCA 社に辞表を提出した。工研院は IC の設計

及び製造技術の導入先として，RCA 社を選ぶ

ことになるが，潘は選定過程で中立的な立場に

立つため，退職金が減額されるにもかかわらず，

定年を待たずに退職することにしたのである。

潘の顧問としての主な役割は，アメリカで在

米華人の専門家を集め，TAC を組織し，工研

院によるプロジェクトの遂行をサポートする

ことであった。TAC は1974年７月10日，孫運
（注９）から潘にその設立が提案され［Pan 1978, 

51］，近代工学技術会議に提出された企画書の

中に盛り込まれた［Pan 1978, 57-59］。10月16日，

潘のニュージャージーの家で発足し，孫も渡米

し立ち会った。TAC はかなりインフォーマル

に近い組織であった。台湾の政府から経費は支

給されたが，報酬はなかった。メンバーは個人

的なネットワークを使って集められたと見られ

る。潘の家が連絡先となり，会議は潘の家をは

じめ，その都度，場所を変えながら開かれた。

IC プロジェクトは1975年に正式にスタートし，

 5.15 TAC第14回会議。

 7.　4 潘，渡台（～9.5）。

 7.22 潘と方，台北にて張忠謀と会う。

 8.20 IC発展計画ワーキング・グループ第２回会議。

 9.25 TAC第16回会議（第15回会議の議事録はPan［1978］に収められていないため，開催日時等は

　　　　　 不明）。

 11.21 潘，渡台（～1977.1.28）。

　　 12.　4 IC発展計画ワーキング・グループ第３回会議。

 1977. 1.18 RCA社，NMOS技術の開発を中断することを工研院に通知する。

 1.29 潘，カリフォルニアの中国電子技術者学会で報告する。

 2.　6 TAC第17回会議。

 4.14 TAC第18回会議。

 8.25 潘，渡台（～11.4）。

　　 10.29 模範工場の開幕式。

　　 12.　4 TAC第19回会議。TACの所期の任務は達成されたことが確認される。

 1978. 1.18 潘，渡台（～4.26）。

 6.　3 TAC第20回会議。第２期の開始。

　（出所）　Pan（1978）をもとに筆者作成。
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TAC の助言にしたがい，RCA 社から CMOS

等の技術を導入することを決め，翌76年に

RCA 社と契約した。工研院は RCA 社に約40

名の研修生を順次，派遣し，並行して台湾で模

範工場の建設を進めた。模範工場は1977年に完

成し，10月に操業開始の式典が開かれた。この

頃までが潘が重要な役割を果たした時期である。

TAC の1977年末の会議でメンバーは所期の目

的を達成したことを確認し，潘は議長を辞した

（翌78年から第２次 TAC が活動を始めた）。

IC プロジェクトは1979年に完了した。その

成果をもとに台湾初の IC 前工程メーカー，聯

華電子が翌年に設立された。国家による IC 技

術の開発は，1980年代以降も工研院において継

続され，そこでは IC プロジェクトに参加した

メンバーたちが主導的な役割を果たしていった。

潘は1995年１月３日，アメリカで他界した。

享年82歳だった。

２．『ICプロジェクト』

次に Pan （1978）がどのような資料か，簡単

な説明を加えておく。Pan （1978）は書籍の体

裁をしているが，公刊されたものではない。手

元に保存してあったと見られる資料を，潘が複

写し，製本したものである。そのため，一般の

書籍のようには流通していない。台湾の国家図

書館にすら収蔵されていない。発行元は便宜上，

TAC になっている。発行年も明記されている

わけではなく，1978年としたのは筆者の推定で

ある。何冊，作られたのか不明だが，筆者が調

べた範囲で一般に閲覧が可能なのは，工研院本

部の潘文淵紀念館にある一冊のみである。なお，

紀念館では複写機による複写は許されていない。

Pan （1978）は大部である。最後のページは

512となっているが，途中にページ番号が打た

れていないところが少なからずあるので，実際

はそれ以上ある。収められているのは書簡，電

報，議事録（minute）（注10），企画書，メモ，新

聞記事，写真などである。特に書簡には私信も

含まれ，潘及び関係者の考えや感情がそのまま

記されていて興味深い。収められている資料の

大部分は英語で書かれているが，中国語で書か

れた資料もある。概ね時系列に並べられている

が，目次において意味づけがされている場合が

多い。またごく一部だが，ある局面の解説とし

て，編纂時に書き足されたと考えられる箇所が

ある。

目次は表２のようになっている。厳密ではな

いが，Pan（1978）と本稿の第Ⅱ節から第Ⅵ節

までは次のように対応している。Pan（1978）

の第１章の内容は第Ⅱ節と第Ⅵ節に，第２章は

第Ⅱ節，第Ⅲ節，第Ⅳ節に，第３章と第４章は

第Ⅲ節と第Ⅳ節に，第５章は第Ⅵ節に，第６章

は第Ⅴ節に，第８章は第Ⅵ節に含まれている。

短い第７章は特に対応する節はない。

Pan（1978）には IC プロジェクトのキーパー

ソンである潘の考えが反映されている。それは

大きな長所だが，反面，ひとつの限界でもある。

目次にも示されているように，IC プロジェク

トに対しては外から多くの批判があり，またプ

ロジェクト内部においても対立があった。それ

に関して，Pan（1978）を閲読すると，潘及び

彼と同じ考え，立場に立つ人たちの言動は詳し

くわかるが，潘たちと反対の立場の人たちにつ

いては断片的な情報しか収められていない。し

たがって，Pan（1978）に提示されているまま

に批判や対立を評価すれば，明らかに公平を欠

くことになる。Pan（1978）に匹敵する，批判

者，反対者側の資料があれば，両側から照合す
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表２　『ICプロジェクト』の目次

前書き

第１章　どのように考え出されたか？

　方［賢斉・交通部電信総局局長］の招待

　行政院長［蒋経国］の要望

　対応の模索

　当該プロジェクトに関する潘の第１次台湾行き

　小欣欣での朝食会

　電子技術研究チーム

第２章　潘の提案

　それはあの日の夕食だった

　圓山飯店での朝食会

　ICプロジェクトの提案

　経済部によるプロジェクトの承認

第３章　提案の実施─準備段階

　電子工業研究発展センターの設立

　経済部顧問の任命

　TACの設立

　TACと工研院のアプローチが食い違う

　提案要請書（Request for Proposal）と設備リスト

　潜在的な応募企業の調査

　国家科学委員会の電子産業に関するマスター・プラン

第４章　提案の実施─契約に向けた交渉の段階

　プラントのデザインの検討

　TACと工研院，評価基準において異なる

　KAIST［韓国科学技術院］からの助言の要請

　RCAからの早期退職

　TAC，フェアチャイルド社とRCA社をリストから除く

　中華民国とアメリカでの人員募集

　TAC，「成功の可能性」を強調する

　中華民国政府，RCA社との交渉を求める

　TACと工研院の対立─RCA社対ヒューズ社

　潘，ヒューズ社を訪問する

　台北でのRCA社との交渉

　台北でのヒューズ社との交渉

　TACと工研院の共同の推薦─RCA社

　孫［運    経済部］部長からの感謝の言葉

　経済部によるRCA社との契約の承認

第５章　提案の実行─技術移転の段階

　IC発展計画ワーキング・グループ設立の提案される

　ダラスのテキサス・インスツルメンツ社のモーリス・チャン［張忠謀］への訪問

　IC発展計画ワーキング・グループの活動
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　アメリカでの訓練

　TACによるOJTの調整

　経済部のために行った，潘のシリコン・バレーでの講演

　NMOS問題─契約の変更

第６章　批判と障害

　批判と障害の概要

　構図

　科導会による批判

　賢人ですら，時に動揺する

　再度，主張されたTACの確信

　リチャード・オースによる批判

　工研院理事会の障害に対する方［賢斉］の応答

　国家科学委員会による批判

　国家科学委員会の批判に対する康［宝煌・工業技術研究院電子工業研究発展センター主任］の応答

　国家科学委員会の批判に対する方［賢斉］の応答

　IMR社と蔡翁の問題

　財政当局の批判に対する潘の応答

第７章　開幕式─IC模範工場

　工研院電子工業研究発展センターによるニュースの公開

　潘とグリフィスの書簡の交換

第８章　前に向かって

　CAD ［Computer-Aided Design］

　VLSI ［Very Large Silicon IC］

　「中華民国における電子産業の研究開発に向けた計画」

　TACと電子工業研究発展センターによる共同のプロジェクト・レヴュー

　潘の講演「中華民国工業化の実験例─電子部門」

　経済部によるTAC拡大の指示

　第２期TACの組織再編

　未採択の提案

　孫部長によるさらなる感謝の言葉

付録

　４年間，10回の台湾行き

　近代工学技術会議の電子部会の推薦

　第５次電子技術発展委員会前の潘の講演

　アメリカでの人員募集

　提案要請書の完全版

中華民国に対するささやかな助言

　（出所）　Pan （1978）。
　（注）　［ ］内は佐藤が加筆した。章番号は原文の目次にはないが，便宜上，加えた。
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ることができるが，残念ながらそのような資料

は発見されていない。Pan（1978）の検討は，こ

のような制約に十分，留意しながら進める必要

があるのである。

また，明確な批判や対立がない場合でも，

Pan（1978）には何らかの偏りや見落としがあ

るかもしれない。それを完全に正すことはでき

ないが，わずかとはいえ関係者の証言などの資

料があるので，それと対照させていきたい。

　 Ⅱ　デジタル・ウォッチから IC へ

          ──企画段階における模索──

本節から第Ⅵ節まで，IC プロジェクトの中

でプロジェクト自体やその後の台湾 IC 産業の

発展にとって重要と考えられる局面を，Pan

（1978）の中から読み取り，解説していく。い

ずれも手探りの中から進むべき途を定めていっ

たという意味で，あるいは摩擦や対立の中で選

択を迫られたという意味で，IC プロジェクト

の創造性を示す局面である。

本節で検討するのはプロジェクトの企画段階

である。ここではプロジェクトの明確な青写真

が始めから用意されていたわけではなく，模索

を経て次第に実際に行われたような姿に収斂し

ていったことを示したい。検討すべき点は２つ

ある。第１に，何故，IC をプロジェクトのタ

ーゲットとしたのかである。前節で述べた略歴

から明らかなように，潘文淵は IC の専門家で

はなかった。それにもかかわらず，何故，IC

を選んだのか。第２に，何故，工研院が実施主

体となったかである。実は1970年代初め，既に

交通部電信研究所が IC の研究に着手していた

し，それ以外にも候補となりうる機関があった。

にもかかわらず，IC プロジェクトが経済部の

管轄下にある工研院に委ねられることになった

のは何故か。

この２点について蘇（1994）はほとんど何も

語っていない。蘇（1994）の問題は IC プロジ

ェクトの歴史を1974年2月7日の朝食会から書き

始めていることである。後述するように，この

朝食会は IC プロジェクトの遂行過程において

非常に重要な節目となった。特に，経済部とそ

の傘下の工研院が登場するのはこの朝食会から

である。したがって工研院電子工業研究所の歴

史がここから書き始められるのは，ある意味，

当然なのだが，IC プロジェクト全体から見れ

ば，潘たちの模索はその約半年前から既に始ま

っていたのである。

そもそもの始まりは，上述のように，1973年，

行政院長の蒋経国が中華民国の工業化を進める

ため，技術的な突破を果たしたいと述べたこと

である。Pan （1978, 1）の前書きでは，「それは

彼［蒋経国］の望みであったが，多くの高級官

僚にとっては命令だった」と述べている。国家

科学委員会は電気自動車等のプロジェクトに着

手し，経済部と交通部は在米の科学者，技術者

にアイデアの提案を呼びかけた。

呼びかけの手紙は技術顧問会議（Technical 

Advisory Board）（注11）が発信し，その一通が潘の

元にも届いた（p. 12─以下，特に指定がなければ，

Pan ［1978］のページ番号）。なお，この段階で

既に費用は1000万米ドル，期間は４年から５年

と大枠が決められていたことは注目される。実

際に行われたプロジェクトは1975年から79年ま

で４年間，かかった経費は４億8900万台湾元

（1979年の為替レートで計算すると1357万米ドル）

と〔工業技術研究院　1987, 10〕，概ねこの条件に
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相当するものだった（注12）。

1973年９月，潘の交通大学時代の学友，方賢

斉（H. C. Fang）（注13）が行政院秘書長の費 （Wal-

ter Fei）（注14）の命を受け，渡米時に潘と議論し，

企画を要請した（p. 475）。方は以後，潘ととも

に IC プロジェクトを進めていった。潘は方の

要請に応じ，企画案を提出した（pp. 13-18）（注15）。

この企画案の中で注目されるのはプロジェクト

のターゲットである。それは（1）デジタル・

ウォッチ，（2）電子玩具，（3）医療用電子機器，

（4）コンピュータ・ソフトウェアのサービス・

センターの４つだった。つまり，IC は含まれ

ていなかったのである。1974年２月以前につい

てほとんど言及していない蘇（1994）では，プ

ロジェクトのターゲットの模索がこのような４

つの候補から始まったことが完全に脱落してい

る。またこの段階では，実施主体として国家科

学委員会か工研院を想定し，交通部電信研究所

がサポートするという配置を潘は考えていた。

潘の意中のターゲットは，企画案の説明やそ

の後の展開からデジタル・ウォッチであったと

考えられるが（注16），方から潘への10月９日付け

の手紙によれば，費は医療用電子機器とコンピ

ュータ・ソフトウェアのサービス・センターに

興味を示してしまった（p. 19）。これに対して，

潘はデジタル・ウォッチを推す資料を付けた手

紙を16日に方に送った（pp. 20-23）。なお，この

添付資料の中にデジタル・ウォッチを製造する

上での鍵となる技術のひとつとして CMOS IC

が出てくる。

方は29日に返信し，台湾側でもデジタル・ウ

ォッチをターゲットとすることに同意したこと

を伝えた（p. 24）（注17）。同時にこの手紙で潘に，

第１に一度，来台して企画をさらに練り上げる

こと，第２に練り上げた企画を翌1974年６月の

近代工学技術会議（注18）で報告し，そこで賛同を

得ることを要請した。

方は潘の企画案を元に，11月４日付けでデジ

タル・ウォッチの研究計画を作成した（pp. 25- 

27）。ここでは実施主体は電信研究所となって

いた。電信研究所は電信総局に所属している。

1974年１月19日，台湾側の要請に応じて潘は

台湾へ赴き，春節をはさんで電信研究所，交通

大学，電子メーカー等を訪問した（p. 29）。そ

の成果を踏まえ，上述の２月７日の朝食会で報

告を行った。この朝食会については蘇（1994）

でもかなり詳しく述べられているが，Pan 

（1978, 30-32）には潘自身のメモ（注19）が収められ

ている。出席者は経済部長の孫運 （Y. S. 

Sun），交通部長の高玉樹，行政院秘書長の費 ，

電信総局局長の方賢斉，工研院院長の王兆振

（Wang, Chao-Chen），電信研究所所長の康宝煌

（P. H. Kong）（注20）そして潘である。ここでは朝

食会以前の過程と照合しながら，潘のこの時の

報告を検討してみたい。

第１に，そして最も重要なことは，この時，

はじめてプロジェクトのターゲットが IC とさ

れたことである。一方，デジタル・ウォッチは

IC を発展させるための主要な用途（vehicle）

として位置づけられることになった。この主客

逆転が何故，生じたのか，Pan （1978）にはそ

れを示す資料は何も収められていない。推察さ

れるのは，デジタル・ウォッチについて研究す

る中で，その技術的発展において IC の占める

比重が非常に大きいこと，そして IC はデジタ

ル・ウォッチ以外にも多くの電子製品にキーデ

バイスとして応用可能であることを，潘は深く

認識したのではないだろうか。報告の中の「提
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案したプログラムが成功しても，失敗しても，

電子分野における中華民国の技術レベルを間違

いなく向上させるであろう」という見解は，上

の推察の後半に合致している。逆に見れば，タ

ーゲットを既に IC としたにもかかわらず，な

おデジタル・ウォッチとの関連について言及し

ているのは興味深い。このことは，後に考察す

るように，台湾が IC の諸技術の中で CMOS 技

術を選ぶことにつながっていったと考えられる。

第２点として，この時点ではまだ，実施主体と

して工研院と電信研究所が併記されていた（注21）。

上述のように，既に実施主体のひとつの選択肢

として工研院は潘の念頭にあった。しかし，こ

こまでプロジェクトの企画は潘と方の間で議論

されてきたし，既に述べたように方は自ら所管

する電信研究所を実施主体とする意向を示して

いた。にもかかわらず，この朝食会に経済部の

孫部長と工研院の王院長が参加していたのが興

味深い。この点については，第Ⅶ節で検討した

い。

報告の最後では，企画をさらに練り上げるた

め，タスクフォースを結成することにしたと述

べている。メンバーは責任者の康と顧問の潘の

ほか，電信研究所と工研院から一人，それに交

通大学の胡定華（D. H. Hu） が加わっている（注22）。

胡は後のプロジェクトの実施段階で責任者とな

る人物である。

タスクフォースは「デジタル・ウォッチ研究

発展チーム」（「電子 研究発展小組」）と名付け

られた。依然としてチームの名称にはデジタ

ル・ウォッチが用いられている。IC をターゲ

ットとすることが，関係者の間でまだ十分に定

着していなかったのかもしれない。実際，以下

に示すように，以後もしばらくの間，プロジェ

クトのターゲットについて揺れが見られる。３

月８日に方からアメリカに戻った潘へ，タスク

フォースの活動を報告する手紙が送られている

（pp. 36-42）。手紙に添付した企画案を孫，高両

部長に提出し，積極的に進めるように指示され

たと述べている。企画案は２月７日の潘の報告

をまとめ直したものである。しかし，興味深い

変更がなされていた。第１に，電信研究所が

CMOS IC を，工研院が LCD を受け持つこと

になったと述べている点である。LCD はデジ

タル・ウォッチの表示体である。デジタル・ウ

ォッチに引きずられて，プロジェクトのターゲ

ットがなお IC にしぼり込まれていなかったこ

とを示している。また，実施主体も依然として

工研院と電信研究所が並んでいた。さらに，４

月３日の康から潘への手紙には，デジタル・ウ

ォッチの部品となる水晶の製造を中山科学院に

引き受けてもらったと書かれ（p. 46），ますま

すデジタル・ウォッチに傾斜していた。

潘は７月，予定通り台湾を再訪し，企画案を

仕上げ，近代工学技術会議に提出した。Pan 

（1978, 55-69）には英文版と康が翻訳した中文版

が収められている。この段階で実施主体に関し

ては，ようやく工研院が主導権を持つことが確

定した。その理由について潘は企画書の中で，

「工研院がプロジェクトの責任を持つことが筋

が通っており，適当である（logical and prop-

er）」と述べている。また，事前に孫に企画書

を提出した際に添付した文章の中でも，「論理

的な必然として（logically），工研院がプロジェ

クトの責任を持つ」と述べている（p. 54）。そ

の意味を推察すると，プロジェクトが台湾の電

子産業の高度化を目指し，成果を民間部門に移

転することを想定している以上，政府の内局で
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ある電信研究所よりも，財団法人であり，台湾

の産業発展を目的としている工研院の方が実施

主体として適当であるということであろう。た

だ，そればかりでなく，孫の強力な意思も働い

ていたと考えられる。彼のプロジェクトに対す

る強い意欲を見て潘は，プロジェクトにとって

は孫の下に置くことが有利だと判断したのでは

ないか（注23）。実際，その後，周囲からプロジェ

クトに対する批判，反対が起こった時，孫はそ

れを斥け，プロジェクトに影響が及ばないよう

にしたのである。

一方，ターゲットについては，MOS  IC を中

心とするものの，依然としてハイブリッド IC

及び LCD や LED（発光ダイオード）という表

示体の開発も含んでいた。この時点でも依然と

して，しぼり込みは終わっていなかったのであ

る。ただし，デジタル・ウォッチへの言及はな

くなっている。

会議後，企画の実施に向けた動きが進んだ。

企画は８月17日，経済部によって承認され，工

研院では実施主体として電子工業研究発展セン

ターの設立の準備に入った（９月１日に設立）。

その計画書の中ではもはや IC 以外のターゲッ

トについての言及はなくなっていた（pp. 

75-77）。ようやくターゲットのしぼり込みが完

了したのである。最終局面でどのような議論を

経てこのような結論に至ったのか，Pan （1978）

には何も記録が残されていない。

Ⅲ　技術の選択

IC プロジェクトは正式にスタートしてから

も，模索を重ねながら進行した。本節ではその

うち，技術の選択について検討する。

TAC の IC プロジェクトに対する重要な貢

献は CMOS 技術を選んだことと，技術の導入

先として RCA 社を選んだことだと言われてい

る。後者については次節で検討する。前者，

CMOS はその後，他の技術に対して優位に立ち，

現在，ほとんどの IC はこの技術を用いて製造

されている。TAC はどの程度，このような

CMOS の将来性を予見して選んだのだろうか。

実は CMOS の選択がいつされたのかははっき

りしない。Pan （1978）を見ても曖昧さを完全

に払拭することはできないが，以下ではこの点

に関する過程をできる限り逐ってみたい（注24）。

まず，1974年７月の近代工学技術会議で潘文

淵が発表した企画案では CMOS を指定してい

た（p. 55）。これは当初，時計用のチップを想

定していたためである。しかし，その後，導入

すべき技術の候補は，その用途とともにいった

ん拡げられて検討されることになった。王院長

から潘文淵に宛てた10月24日付けの手紙に同封

された「IC の技術移転に関する概括的ガイド

ライン」（General  Guidelines  on  IC Technology 

Transfer）ではバイポーラ，PMOS，NMOS，

CMOS がその主要な用途とともに並べられ，

いずれも採り得る選択肢とされていたのである

（p. 102）（注25）。翌1975年２月１日から２日にか

けて開かれた TAC の第４回会議で提案要請書

（request for proposal，以下 RFP）（注26）の素案を検

討した時も，バイポーラと各種 MOS の技術が

併記されていた（p. 130）。

３月21日に実際に発信された（注27）RFP でも同

様であったが（p. 492），MOS 技術のみの提案

も認めているので（p. 495），MOS をバイポー

ラより優先する姿勢が見られる。また RFP に

は，技術の用途として時計用チップとマイクロ
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プロセッサーが提示されていたことが注目され

る（p. 492）。上述の「IC の技術移転に関する

概括的ガイドライン」によれば，時計用チップ

には CMOS が適している。一方，マイクロプ

ロセッサーに適した技術は NMOS と PMOS で

ある。技術と用途が再び絞られてきている。

この後，具体的な過程は不明だが，６月まで

にはバイポーラ技術は電信研究所に任せ，工研

院は MOS 技術の導入を優先するという分業構

想が定着したと見られる。Pan（1978,  174- 

175）にある潘と韓国 KAIS（おそらく KAIST

つまり韓国科学技術院 Korean Advanced Institute 

of Science and Technology のこと）のキム・チ

ョンキ（Kim, Choong-ki）副教授の間で行われ

た手紙の往来にそのことが記されている。はじ

めにキムから潘に送った手紙に，何故，バイポ

ーラではなく，MOS LSI 技術を選んだのかと

いう質問がある。潘は返信の中で，交通大学と

電信研究所が既にバイポーラ技術の施設を建て

ているからと答えている。

しかし，潘たちはバイポーラ技術を全く対象

から外したわけではなかった。７月５日に開か

れた TAC の第７回会議の議事録には，バイポ

ーラ技術が数年後に時計用チップで CMOS 技

術と競合する可能性があり，時計を用途として

技術導入する場合，この点を考慮する必要があ

ると書かれている（p. 180）。

８月24日，TAC の第８回会議がスタンフォ

ード大学で，同学応用電子工学研究所のジェイ

ムズ・マインドル（James Meindl）所長と大学

のスタッフであるドナルド・マッキヴェイ

（Donald R. MacQuivey）博士を訪ねて開かれた。

２人の専門家は助言として，CMOS は用途に

おいて多様性，柔軟性があり，この技術から始

めることを勧めた。ただし，できる限り柔軟か

つ革新的であろうとするならば，バイポーラ技

術も必要だとし，MOS 技術の工研院とバイポ

ーラ技術の電信研究所は補完し合う必要がある

とも述べている（p. 190）。

９月11日，TAC の第９回会議が開かれた。

この時までに技術導入先の候補は RCA 社，ヒ

ューズ社（Hughes Aircraft, Co.），GI 社（Gener-

al Instruments, Co.）の３社に絞られていた。移

転可能な技術として，RCA 社は NMOS，

CMOS，PMOS， ヒ ュ ー ズ 社 が CMOS と

PMOS，GI 社が PMOS と NMOS を提示した

（p. 203）。この３社について，工研院の王院長

が９月24日に経済部の孫部長と張光世（K.S. 

Chang）次長に提出した「IC 設計及び製造技術

の導入に関する外国企業との協議の結果報告」

（「引入積体電路設計製作技術與外商洽商結果報

告」）では，CMOS の導入が必要であり，かつ

GI 社の技術が既に時代遅れになっているとい

う理由から同社を候補から外している（p. 211）。

ここから判断して，1975年の夏から秋にかけて，

CMOS を最優先する方針が工研院で固まって

いたと考えられる。

Ⅳ　工研院と TAC の摩擦

プロジェクトに直接関わるものたちの間では

模索が続くばかりでなく，摩擦が生じるように

なった。一方，プロジェクトの外部からの反対

の声も少なくなかった。後者については次節で

扱うこととし，本節では前者，つまりプロジェ

クト内部の対立について検討する。

プロジェクトを進める中で，前節で検討した

技術の選択のほか，次の２つの点について具体
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的な選択をする必要があった。第１に，建設す

る工場はパイロット・プラントなのか，商業生

産を目的とするのか。つまり，複数の目標の間

の優先順位や工場の規模など，プロジェクトの

より詳細な構想をどうするのかという問題であ

る。第２に，どのアメリカ企業から導入するか。

この２点をめぐっては，工研院，より正確に言

うならば王兆振院長（注28）と，潘文淵を議長とす

る TAC との間で摩擦が生じた。

TAC は顧問団とはいえ，その議長の潘はプ

ロジェクトの元々の提案者であり，また関連す

る情報へのアクセスにおいてアメリカは圧倒的

に有利だったことから影響力は強く，プロジェ

クトは事実上，工研院本体と TAC の二頭立て

の体制によって運営されることになった。した

がって，両者の間の主導権争いは必至だったと

言える（注29）。潘は TAC と工研院の間の一連の

対立点を表にまとめているが（p. 171），その中

でもプロジェクトの構想の具体化と技術の導入

先は，対立が最も尖鋭だった問題である。

１．パイロット・プラントか？　商業生産か？

IC プロジェクトが正式にスタートするとす

ぐに，そのより具体的な構想に関して，潘及び

TAC と工研院，特に院長の王との間に違いが

あることが明らかになった（注30）。なお蘇（1994）

ではこの摩擦について何も言及していない。

潘と王の間の違いは２点あり，相互に関連し

ていた。潘は開発（つまり設計）と製造の一体

性を重視し，また製造部門はパイロット・プラ

ントの規模から始めることを考えていた。潘は

こうしてはじめて最終的な目的である持続的な

技術開発能力，つまりプロジェクトが完了した

後も技術を更新していく能力を獲得できると考

えていたのである。一方，王は製造部門をより

重視し，はじめからターン・キー方式で商業生

産の規模で立ち上げたいと主張した。製品開発

については時間をかけて進めればいいと考えて

いた。王がどのような長期的展望を持っていた

のかを示す資料は Pan（1978）に収められてい

ないが，潘は王の考え方を近視眼的と見ていた

と考えられる。

対立が実際にいつから始まったのかははっき

りしないが，Pan（1978）を見ていくと，10月

24日，王から潘へ宛てた手紙から明確になって

きている。手紙に同封された「IC の技術移転

に関する概括的ガイドライン」には次のように

書かれていた。

「アメリカ企業に技術移転を依頼する際，

量産技術を獲得するためにはライセンス料

を払うことになる。このようなやり方が有

効であるためには，台湾が十分な量の IC

を製造できるように準備しなくてはならな

い。プラントのメンテナンスのためには，

生産量に関わりなくミニマムの固定費用が

かかる。それゆえ，当該 IC の市場価格に

対して，採算割れの販売を避けるためには，

生産量は一定の水準を超えるものでなけれ

ばならない」（p. 101）。

一方，TAC 発足時（10月26日）の議事録に

は下のような記述がなされていた（注31）。

「中華民国における IC の能力の開発は，

初期段階は「開発実験室」（development 

laboratory）というやや控えめなもの（mod-

est）でよい。実験室の重要な設備，施設，

技術者は試験製造，さらに地場企業による

製造工場へと拡張することができる。した

がって，技術開発は実際に各段階で必要が

生じた時に，設備と施設を付け加え，技術
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人員に当てる経費を増やすことで進めるこ

とができる」（p. 87）。

11月13日の王から潘への電報（p. 105）から

両者の間の議論が始まった。王は同月21日，手

紙を送り，電報の内容を補足説明した（p. 106- 

109）。王の議論の出発点は，アメリカ企業から

技術を獲得しようとするならば，量産によって

彼らの興味を喚起しなくてはならないという点

にある。一方，潘の構想のように，開発実験室

から始めるのはコストがかかると述べている。

また，手紙に添付した「補足メモ」では，製造

技術は製造を通して獲得するのが最良なので，

開発実験室─試験製造─量産という潘たちの構

想は，時間と期待される成果から見て，有効で

も確実でもないとしている。したがって王の考

えでは，はじめに導入する技術はターン・キー

方式でよいとした。製造技術開発のための研究

室は量産工場に付設すればよいとし，重視して

いない。製品開発の技術については，購入する

ことはできないという前提に立って，製造技術

の獲得プロセスとは切り離し，アメリカの大学

での研修などを通して時間をかけて育成するし

かないと考えていた。

これに対し，TAC の第２回会議が12月８日

に開かれ，反論がまとめられた（p. 110-115）。

議論は４時間を超えたという。主な論点は次の

通りである。

「『開発，試験生産用の施設から量産用の施

設に拡張することはコストがかかる』とい

う議論は，主なコストが技術ノウハウとな

っている現代の IC 産業の実際に対して，

必ずしも正しいとは言えない」（p. 112）。

「工研院のプログラムは1978年時点で時計

用チップ，電卓用チップ，RAM/ROM チ

ップについて相当の規模の生産量が必要だ

としている。それらは全て1974年に標準化

されている IC である。そのような標準化

された IC について1974年の技術を獲得し

ても，1978年にはパフォーマンスとコスト

においてアメリカ企業の量産と競争できる

はずはない」（p. 114）。

「量産は確立された特定の技術を採用，追

随することになりがちで，技術そのものに

充てる時間と労力がほとんど残らない。

（中略）試験製造は量産及び検査技術と密

接につながっているとともに，デザインと

生産技術に重点を置いている」（p. 114）。

「考えるべきことは，プログラムが完了し

た後，われわれがさらに先進的な技術へと

進められるという成果を，いかに安価に得

るかである」（p. 114）。

12月20日，方から潘へ送られた手紙（p. 

119）から，王と潘及び潘に同調する方や康宝

煌との間の対立がかなり感情的なものになって

いたことがわかる。方の手紙は王が TAC の結

成を好ましく思わず，台湾の人材によって同様

の役割を果たせると考えていること，王が康を

嫌い，康は辞職を考えていることを伝えた。

王は1974年12月に渡米し，翌75年１月５日の

TAC の第３回会議に参加した。その記録はい

つも通り，議事録にまとめられているが（pp. 

120-124），１月８日に潘から方へ宛てた私信の方

が（pp. 125-126），会議の様子を下のようにより

生々しく伝えている。

「王ははじめ気落ちし，神経質で，落ち着

きませんでした。彼の TAC に対する態度

はかなり敵対的で，TAC の提案の重箱の

隅をつつき，助言を受け入れませんでし
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た」（p. 125）。

このような王に対し，潘たちは自分たちが決

して報酬や功名を望んでいるわけではないとい

うことを伝えた。王の態度は次第に軟化し，プ

ロジェクトは TAC の構想にしたがって，製品

開発と試験生産にしぼること，つまり商業的な

量産は行わないという結論に達した。

しかし，後日談がある。実際に建設された模

範工場は，結局，潘が当初，考えていた週ウェ

ハー500枚という規模から，胡定華や楊丁元（D. 

Y. Yang） たちプロジェクトのメンバーによっ

て，4000枚へと大幅に拡張された（2003年４月

９日，胡へのインタヴュー）（注32）。その点では潘

の主張は必ずしも正しくなかったのである。た

だし，ターン・キー方式は採用せず，少なく

とも部分的には工場の設計を自力で行ってい

る（注33）。したがって，規模は拡大されたものの，

王の方針が受け入れられたわけではなく，技術

の持続的発展を目標とする潘の方針は基本的に

引き継がれたと考えられる。

２．技術の導入先

導入先の選定をめぐっても，プロジェクトの

具体的な構想と同様，潘及び TAC と王院長の

間で激しい対立があった。この対立については，

蘇（1994, 28-29）でも簡単に触れられているが，

それが主導権争いの様相を帯びたかなり深刻な

ものだったことは述べられていない。何（1998，

A4-6）に収められている方賢斉の証言はより

生々しく経緯を伝えているが（注34），Pan （1978）

を辿ることでさらに全貌に近いものが明らかに

なる（注35）。

いったん落ち着いた TAC と王の関係が再び

緊張し始めたのは1975年６月頃からである。こ

の時までに既に RFP は完成し，３月21日付け

でアメリカの IC メーカー14社に送られ，その

一部から返答がなされていた。６月９日付けの

手紙で潘は，TAC のメンバーの一人，羅无念

（A. W. Lo）プリンストン大学教授に，アメリ

カ企業から送られた計画書の検討に加わるため，

一緒に台湾に渡航しようと述べている（p. 170）。

ところが，王は６月12日付けの潘への手紙で，

その必要はないと告げた（p. 169）。さらに，６

月29日付けの潘から王への手紙によれば，王は

13日付けでマル秘扱いの手紙を潘に送り，羅が

中国に行ったことがあると伝えてきた（p. 172）。

当時，台湾と中国は厳しい敵対関係にあったの

で，このような指摘は羅ひいては TAC の立場

を不利にする効果を持った。この経緯を見る限

り，王はプロジェクトの主導権を握り，アメリ

カ企業との交渉から TAC を排除しようとして

いたと考えられる。

７月５日に王や胡定華も参加して開かれた

TAC の第７回会議の議事録によれば，工研院

は返答のあった７社の中から，予算を超過して

いるという理由で２社，提案にある技術が台湾

のニーズに合っていないという理由で２社を除

き，GI 社，ヒューズ社，インターシル社（In-

tersil）の３社に絞り込んでいた（p. 177, 179）。

王と胡は TAC の会議の後，アメリカ西海岸に

行き，インターシル社及びヒューズ社と交渉し

た。潘から王への８月１日付けの手紙によれば，

王は TAC のメンバーを交渉に参加させなかっ

た（注36）。潘は手紙の中で「TAC は［工研院と］

同じボートに乗っています。沈むのも，泳ぐの

も一緒です」と訴えている（p. 186）。

この手紙にはもうひとつ，重要な内容が含ま

れていた。RCA 社は初めに提出した計画の価

格が台湾側の用意した予算を超えているとして，
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候補から外されていたが，潘は RCA 社が価格

を削った計画書を再提出しようとしていること，

その場合，同社について再審査すべきことを主

張した。多くの手紙や議事録同様，この手紙も

関係者に cc で送られていた。その中に経済部

の孫部長も含まれていた。この手紙を見た孫は，

８月15日，王に RCA 社を再審査の対象とする

ことを指示する書簡を渡した（p. 188）。方から

潘への８月14日付けの手紙によれば，孫は８月

11日に会議を催し，そこで王に RCA 社との交

渉を既に指示している（p. 197）ので，書簡は

それを確認するものだったと考えられる。

孫の介入で潘は気を取り直した。９月４日付

けの方への手紙で，潘は次のように述べている。

「工研院と TAC の関係は急速に好転して

いるようです。孫部長が８月11日に開いた

会議と，それに続いて15日に出した指示に

よって，王博士は現実的な感覚を持つよう

になったようです。つまり，TAC は彼の

仕事も個人的な威信も求めていないので

す」（p. 198）。

しかし，どこから技術を導入するかは未定の

ままであり，そこに対立の火種が残っていた。

潘は RCA 社が技術移転の価格を引き下げたこ

とで，同社を最有力候補として推した（pp. 

203-205）。９月11日に開かれた TAC の第９回

会議では残った候補の３社，RCA 社，ヒュー

ズ社，GI 社の比較が行われた（注37）。そこでは

（1）移転される技術（2）成功の可能性（3）コ

ストの３点から審査した。（1）については RCA

社が提示した技術の中に，他社にはないシリコ

ン・ゲイト NMOS があることを強調した。３

社が提示した他の技術は NMOS にしろ，

CMOS にしろ，PMOS にしろ，全てメタル・

ゲイトであった。（2）については，RCA 社が

民生用 IC の経験が豊富で，サービスを重視し，

R&D の能力も優れているとして，３社のトッ

プに置いた。一方，後述するように王院長はヒ

ューズ社を推していたが，同社の製品は時計用

IC を除けば軍用であること，サービスを重視

していないことから最下位とした。（3）はヒュ

ーズ社が130万米ドル，GI 社が200万米ドル，

RCA 社が390万米ドルと，RCA 社はヒューズ

社の３倍の価格を提示していた。これに対し

TAC は，RCA 社は製品の買い戻しを提案して

きているので，実際の費用はもっと抑えられる

ことを詳しく説明した。

ところが，９月24日，王から孫部長，張光世

次長に提出した「IC 設計及び製造技術の導入

に関する外国企業との協議の結果報告」では，

ヒューズ社を推奨した（pp. 210- 214）。まず上

に述べたように技術上の理由から GI 社を外し

た後，RCA 社とヒューズ社を比較し，コスト

を理由に後者と優先的に交渉すべきだとしたの

である。コストについては技術移転の費用の総

額とともに，分割払いの際，RCA 社に対して

は１年目に200万米ドル払わなければならない

のに対し，ヒューズ社は50万米ドルで済むこと

にも注意が向けられた。この点は TAC におい

ても問題視されていた。一方，TAC が重視し

たシリコン・ゲイト技術の導入については先送

りしてもよいとした。成功の可能性に関しては，

両者のサービスは大差がないと見ていた。

９月26日，王から潘へ送られた手紙 （pp. 215- 

216）によれば，同日，経済部で会議が開かれた。

会議の参加者は経済部の孫部長，陳文魁（W. 

K. Chen） 技監，方交通部電信総局局長と王で

あった。王は手紙で，会議の中で潘をはじめ
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TAC のメンバーが誰もヒューズ社と接触した

ことがない点が指摘されたとし，潘にヒューズ

社及び RCA 社を訪ね，その後，台湾に来て契

約に向けた議論に加わってもらいたいと述べて

いる。王は，潘がヒューズ社を訪ねれば彼の判

断を理解するであろうと期待したのではないか

と考えられる。蘇（1994,  28）によれば，孫も

潘に電話で両社を訪ね，それから台湾に来るよ

うに依頼した（注38）。

潘は10月２日にヒューズ社を訪ねた。そのこ

とは同社の副社長，クリストファーズ（W. H. 

Christoffers） から王への10月３日付けの手紙

（pp. 217-218）に記されている。この訪問によっ

て大逆転が起きた。ヒューズ社はプロジェクト

の内容を誤解していたことを，潘との議論によ

って発見したのである。クリストファーズの手

紙はそのことを伝えるものだった。それに対し

て王からクリストファーズに電報（ページ番号

なし。p. 220と p. 221の間）と手紙が送られた。

10月17日，クリストファーズから王に宛てた手

紙（pp. 221-222）によれば，王は上の電報と手

紙によってヒューズ社の誤解を認めていた。

10月17日付けのクリストファーズの手紙と，

10月６日と７日に開かれた会議での潘の報告

（pp. 219-220）によれば，ヒューズ社の誤解は次

のようなものだった。ヒューズ社は当時，既に

スイスの時計メーカー，エボーシュ社（Ebauch-

es）に技術移転を行っていて，工研院のプロジ

ェクトも同様のケースと考えていた。しかし，

エボーシュ社には既に一定の基礎があり，IC

技術に通じた少数の技術者を対象に技術を教授

すればよかった。それに対し工研院の場合，ゼ

ロからのスタートであり，訓練の対象となる技

術者の大半は IC 産業の経験がないと想定され

ていたのである。したがって，訓練する人数も

内容もエボーシュ社と比べて大幅に拡張する必

要があった。

工研院は10月27日から３日間，RCA 社と，

11月10日から３日間，ヒューズ社と交渉した。

Pan（1978）にはそれぞれの交渉の議事録が収

められている（前者は pp. 225-231，後者は pp. 

232-237）。ヒューズ社は計画書を書き直し，技

術移転の価格を233万5000米ドルまで引き上げ

た。一方，RCA 社は350万米ドルまで価格を下

げた。こうなると内容に勝る RCA 社の優位は

明らかだった。11月20日，王が提出した「IC

設計及び製造技術の導入に関する提案」（引入

積体電路設計製作技術建議書）（pp. 239-243）の

結論は RCA 社を推すというものだった。Pan

（1978）のこの提案の後ろのページ（p. 244）に

は「正しきは勝つ」（RIGHTEOUSNESS PRE-

VAILS）と書かれている。工研院と RCA 社と

の契約は1976年３月５日，正式に結ばれた。

なお，模範工場の規模と同様，潘及び TAC

は導入先の選定においても全ての判断が正しか

ったわけではないことを付け加えておきたい。

TAC が RCA 社を強く推した理由のひとつは，

同社がシリコン・ゲイト NMOS 技術の供与を

計画に盛り込んでいたことだった。ところが，

RCA 社は1977年の初め，CMOS 製品に対する

需要の増加と NMOS 製品の需要の減退を理由

に，後者の技術開発をやめることになったと工

研院に伝えてきた。結局，NMOS に代わって，

バイポーラなど他の技術が移転されることにな

った。この間の経緯に関する資料は Pan（1978, 

301-316）に収められている。
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Ⅴ　プロジェクトに対する批判とそれ

　　  への応答

IC プロジェクトに対しては多くの批判，反

対の声があったことが知られている。また，そ

のような批判や反対からプロジェクトを守る上

で，孫運 経済部長が強力な指導力を発揮した

と評価されている（例えば楊［1989, 132］，蘇

［1994, 12］）。ただ，これまでの資料では批判，

反論についての具体的な情報は断片的で限られ

ていた。Pan （1978）を使ってより詳しく実態

に迫りたい。もっとも Pan（1978）もこの点に

関しては，前節まで扱ってきた諸点と比べて，

かなり限られた資料しか収められていないため，

全ての批判，反対について詳細に検討すること

は難しい。

批判，反対とそれに対するプロジェクトを推

進する側の反論が収められているのは Pan 

（1978）の第６章（pp. 317-358）である。はじめ

４ページにわたって潘は批判，反論の整理とそ

れを克服した要因の分析を行っている。取り上

げている反対者，批判者には王兆振工研院院長

も含まれているが，彼以外はプロジェクトの部

外者である。潘は反対，批判の背景を，個人的

な利害，理解の不足，分け前の要求の３つに分

けている。第１の分類に入るのは国家科学委員

会（以下，国科会），インテック社（Intec），そ

れに王院長である。第２の分類に入るのは経済

部の「科導会」（Science Advisory Board），一部

の海外顧問，一部の高官，第３の分類に入るの

は IMR 社（注39）及びその他の企業や海外の「専

門家」である（注40）。

以下では，国科会顧問の朱伝渠（Jeffrey 

Chu）（注41）の批判とそれに対するプロジェクト側

の反論を整理してみたい。この議論については

比較的，資料が整っていることに加え，潘によ

れば国科会からの批判は，財政当局からの批判

と並ぶ最も大きな圧力（注42）であり，朱の批判は

その理論武装となっていたと考えられるからで

ある。また，後発国の工業化をどう進めるかと

いう一般的な問題を考察する上でも示唆に富ん

だ議論になっている。

潘によれば，国科会は縄張り意識から IC プ

ロジェクトに反対していた。潘から見た国科会

の態度は次のようなものだった。

「何故，経済部が IC プロジェクトを後押

しするのか。何故，国科会ではないのか。

国科会は『電子科学技術の開発に関するマ

スター・プラン』を始めている（1975年３

月21日起草）。IC プロジェクトが成功すれ

ば国科会のプランの意義は著しく縮小し，

メディアの見出しのトップを奪われてしま

う」（p. 317）。

「国科会のマスター・プランは『われわ

れ』のものだ。IC プロジェクトは『かれ

ら』のものだ。２つは共存できない」（p. 

317）。

実際にこの言葉どおりの発言があったとは考

えられないが，Pan（1978）ではこれは「SSS」

の発言とされている。おそらく国科会主任委員

の徐賢修（S. S. Shu）（注43）を指すと推測される。

朱自身は潘の分類では理解不足の海外顧問の

カテゴリーに入れられているが，彼の報告は上

のような国科会の姿勢にそって使われたと考え

られる。朱は電子産業全般に関する報告書と，

IC 産業に焦点を当てた報告書を作成したよう

だが（注44），Pan（1978）に収められているのは
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後者のみである（pp. 343-346）。それは1976年１

月６日，徐から王に宛てた手紙（p. 342）に添

付されていた。その論点をまとめると，まず，

アメリカ以外では IC 産業の育成がほとんど失

敗しているという記述から始まっている。続い

てアメリカの IC メーカーを４つのタイプに分

類し，台湾ではいずれの可能性もないとする。

唯一の可能性として提示しているのは，後方連

関効果を期待して，IC とシステム製品の技術

開発を並行して進めることである。ただし，議

論全体のトーンとしては後者の開発を重視して

いる。つまり，システム製品の開発が先行すべ

きだと考えていたと見られる。例えば，次のよ

うに述べている。

「われわれはシステム設計の能力を獲得し

なければならない。そうすることで，それ

［IC］が最終製品の中でどのように使うか

を理解できる。商品の利潤の大部分は完成

品の付加価値全体から得られるのであって，

IC の製造からではない」（p. 346）。

一方，前方連関効果を期待した戦略は失敗の

可能性が極めて高いと戒めている。おそらく朱

は，工研院が進めている IC プロジェクトはこ

ちらに傾斜していると見ていたと考えられる。

また，技術が複雑で大量の資源を用いる IC に

介入することで，電子産業の他の問題を無視し

てはならないと主張した。

朱に対し，康と方が反論を提出した。康が

反論を提出したのは１月14日である（pp. 

348-349）（注45）。それは事前に12日の手紙（p. 347）

で潘に送っていた。主な論点は次のようにまと

められる。

「朱が採用すべきとした後方連関戦略，つ

まりシステム設計能力の向上と電子部品の

製造能力の強化を同時に進めるという戦略

は，まさにわれわれが努力している点であ

る」（p. 348）。

「一気に大型のシステムを開発するような

ことは，技術，時間，需給において現在の

組立型の工業と接合することができない。

その結果，電子産業の生産構造を改善し，

その持続的な成長を促すという目的を達成

することもできない」（p. 348）。

「今日の IC の設計，特に LSI の設計は小

規模のシステム設計を含んでいる。したが

って，LSI の設計と製造の技術を導入する

ことは，一面では IC の製造能力を獲得す

ることだが，もうひとつの面として，これ

によって回路システム設計の人材を養成す

ることでもある」（p. 348）。

つまり，朱が後方連関効果を強調し，システ

ム製品の開発が先行するべきだとしていたのに

対し，康は IC とシステム製品の開発を言葉通

り同時進行させ，スパイラル的に発展させるべ

きだと主張したのである。結果から見れば，康

の反論がより正しかった。とりわけ彼の言うと

おり，大型のシステムを開発することは当時の

台湾には不可能だった。ただし，IC とシステ

ム製品のスパイラル的な発展が展開されたわけ

では必ずしもない。むしろ例えば時計用チップ

のように，標準化された IC ならばそれ自体が

独立した商品となるので，必ずしも用途となる

システム製品を自ら開発する必要はなかったの

である。

方もまた，Pan（1978）には収められていな

い朱のもうひとつの報告に対して，反論を孫運

経済部部長に提出した（pp. 351-352）。この中

で興味深いのは日本の経験に対する解釈である。
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朱は日本の IC 開発は他の国よりはましだが，

非常に限定的な成果でしかないと見ていた（p. 

343）。それに対し，方は日本の実績を高く評価

した。後発工業化を考える上で，日本がベンチ

マークとなっていたひとつの例である。

Ⅵ　成果をどうするか？

IC プロジェクトの目的は台湾において IC 産

業を立ち上げることであり，実際には1980年に

プロジェクトの成果をもとに聯華電子が設立さ

ることで目的は達成に至った。蘇（1994, 50- 

59）に書かれている聯華電子設立までの経緯に

よれば，工研院電子工業研究発展センターにお

ける IC 生産が軌道に乗った後，企業化の議論

が始まっている。しかし，当然のことながら，

IC プロジェクトの企画の初期段階から，将来，

最終的にどのような形で成果を結実させるのか，

議論があった。そして，議論の中にあった構想

の一部は聯華電子設立のプログラムにも継承さ

れたのである。以下，時系列的に議論の過程を

追っていきたい。

まず，1974年２月７日の朝食会では，プロジ

ェクトを３段階に分け，その第２段階で「地場の

電子メーカーを支援するための製品開発とコス

トの削減を行う」と潘は述べている（p. 31）（注46）。

技術の導入，開発は工研院あるいは電信研究所

が行うが，技術の商業生産への適用は既存の民

間企業が担うと考えていたのである。この時の

滞在で訪問した企業が念頭にあったと考えられ

る。技術開発と商業生産を政府機関と民間企業

で分担するという考え方は，基本的に以後の議

論でも一貫している。

次に同年７月の近代工学技術会議に提出した

企画案では，構想がもう少し具体化した。プロ

ジェクトをやはり３段階に分け，第１段階

（1974～77年）では必要な経費の全てを政府が出

資し，第２段階（1977～80年）では官民の合弁

とし，第３段階（1980年以降）では民間企業に

よって全て賄われるとした。依然として既存の

民間企業を受け皿として想定していた。ただし

2月の時の構想からは一歩進んで，プロジェク

ト自体を民間に移すことを考えるようになって

いた。1975年３月21日に発信された RFP では

第３段階は1981年から84年とし，民間へ技術を

移すとしている（p. 491）。

初期の議論の中で注目されるのは，プロジェ

クトの成果を民間に移すことが当初から考えら

れていたこと，つまり公企業による事業化は念

頭になかったことである。Hong （1997,  50）で

は，1970年代後半，模範工場の生産が軌道に乗

ってから事業化の議論が始まったかのように述

べられている。そして，「台湾の公企業は既に

多すぎるので，新しい公企業を設立するという

案はすぐに放棄された。孫部長自身も新しい官

民合弁企業をつくることに反対だった」という，

潘の証言を紹介している。しかし，関係者の間

ではそもそも最終的な事業の主体は民間企業と

する共通認識が始めから形成されていたのであ

る。

1976年，経済部の下に IC 発展計画ワーキン

グ・グループ（「発展積体電路計画連繋工作小組」。

以下，ワーキング・グループ）が組織され，4月

20日に第１回の会議が開催された（pp. 269-277）。

ワーキング・グループの最大の特徴は，Pan

（1978）を読む限り，初めて民間企業がメンバ

ーとなってプロジェクトの遂行に関わることに

なったことである。また，政府内でも国科会の
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メンバーが加わることになった。前節で述べた

前年末から年初にかけての経済部，工研院と国

科会の緊張を反映していると考えられる。

会議は方賢斉が主催し，経済部からは孫運

部長，張光世次長，陳文魁技監，朱久華工業局

技正（事務局担当）そして顧問である潘，工研

院から王兆振院長，顧光復（K. F. Ku）副院長，

康宝煌電子工業研究発展センター主任，胡定華

副主任が参加した。国科会からは何宜慈（Ir-

ving Ho）副主任委員（注47）がメンバーとなった。

民間の代表となったのは経緯電子の馬賓農総経

理，敬業電子の施敏総経理，華泰電子の杜俊元

総経理の３人である（注48）。経緯電子は1970年に

設立された電子部品及び機器メーカー，馬につ

いての資料は得られなかった。敬業電子は台湾

初の LCD（TN 型）メーカーとして知られる。華

泰電子は IC の組立メーカーである。施と杜は

ともに交通大学の教官出身，敬業電子はその後，

消滅したと見られ，施は交通大学に戻っている。

ワーキング・グループに当初，割り当てられ

た主たる任務は進行中のプロジェクトの監督だ

ったが，工研院から民間への移転をどのように

進めるかについても，主としてワーキング・グ

ループで議論されることになった。やや後にな

るが，1977年10月10日に孫と方に送ったメモで

も潘は，ワーキング・グループが企業化の全責

任を負うことは筋が通っている（logical）と思

うと述べている（p. 386）（注49）。

1976年８月20日，第２回会議が開かれた。孫

は出席できなかったため，翌21日，孫が加わっ

た臨時会議が開かれた。２日とも国科会の何副

主任委員は参加していない。21日には孫のほか，

経済部工業局の韋永寧局長が出席した。２日間

の会議で模範工場は将来，民営化し，民間が51

パーセント，政府が49パーセント出資すること，

模範工場の民営化後も工研院は IC の研究開発

を続けることが決められた（p. 431, 433）（注50）。

後者に関しては，上述の1977年10月10日付けの

潘から孫と方へのメモでも，「生産志向の IC

会社（production-oriented IC company）の設立」

が今後の課題であると述べている（p. 386）。実

際，聯華電子は設立当初，設計部門を持たず，

工研院からのライセンシングを受けていた。ま

た，このような設計と製造（ウェハーの加工）

を分離する発想は，後に TSMC が世界に先駆

けて始めたピュア・ファウンドリー・モデルの

源流をなすと考えられる（注51）。

議事録に添付されたとみられる「IC 会社設

立案」（「積体電路公司籌組建議」）では（pp. 435- 

436），さらに詳細な計画が立てられている。注

目されるのは，51パーセントは民間の電子企業

から出資を募るが，不足した場合は政府が指定

する投資会社が補うとしていることである。こ

れは実際に行われた。聯華電子を設立する際，

純粋の民間による出資は30パーセントにとどま

り，政府が強い影響力を持つ中華開発投資公司，

国民党資本の光華投資公司，工研院の子会社で

ある創新技術移転公司の出資を加えて，民間か

らの出資を過半としたのである。

ワーキング・グループの議事録や「IC 会社

設立案」には書かれていないが，９月25日に開

かれた TAC 第16回会議では，新会社への移転

は1977年に行うという方針が胡から表明された

（p. 294）。上述の当初の構想からは大幅に早め

られたことになる。

12月４日，ワーキング・グループの第３回会

議が開かれた。この議事録は Pan（1978）に収

められていないが，同月28日に孫主催で開かれ
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た経済部の「IC 発展計画座談会」（「発展積体電

路計画座談会」）の議事録に内容が記されている

（pp. 437-438）。座談会の出席者は孫，方，潘，

陳，何，韋，顧，康，胡の９人，朱が記録係を

務めた。IC 会社の設立が主な議題で，胡は財

務計画案を提出している。この計画の1977年１

月15日付修正版が Pan（1978, 439-455）に収め

られている。それはかなり楽観的な見通しを持

っていた。1978年の初めにスタートし，赤字は

第２四半期まで，第３四半期からは税引き前利

益が黒字化し，通年でも１年目から黒字になる

と見込んでいた。実際の聯華電子は，条件がか

なり異なるとはいえ，1980年５月に発足し，損

益分岐点を超えるのが82年11月，通年で黒字化

したのは83年からである［林　1987, 37］。

Pan（1978）に収められている資料はここま

でである。実際の設立に向けたプロセスでは，

この後，構想には大きな変更が加えられ，そし

て遅延することになった。当初は製造に関わる

全ての資源，すなわち施設，設備，人員，技術

を新会社に移す計画だったが，模範工場の施設

と設備は国の資産であり，国の有形資産を民間

に移転することは制度上，極めて難しいことが

明らかになったためである［蘇　1994, 52］。結局，

人員と技術のみを移すという形で聯華電子は設

立された。正式の設立は上述の通り1980年５月

となり，1976年時点での構想からはかなり遅れ

ることになった。

Ⅶ　政府機構と在米華人ネットワーク

前５節ではプロジェクトの特定の局面に注目

してきたが，本節では視点を変え，プロジェク

トの過程全般に関わる２つの構造的な要素に目

を向ける。ひとつは政府機構，もうひとつは在

米華人ネットワークである。それぞれについて

興味深い特性を Pan （1978）から読み取ること

ができる。

１．政府機構

図１に IC プロジェクトに関連する主な部門

国防部

軍

中山科学院

秘書長　費

顧問　朱伝渠

国家科学委員会
　主任委員　徐賢修
　副主任委員　何宜慈

総統
　蒋介石

行政院 
　院長　蒋経国

電信研究所 
　所長　康宝煌

電信総局 
　局長　方賢斉

交通部 
　部長　高玉樹

電子工業研究発展センター
　主任　康宝煌
　副主任　胡定華
　楊丁元，史欽泰等

工業技術研究院
　院長　王兆振
　副院長　顧光復

TAC
　議長　潘文淵
　羅无念，凌宏璋等

工業局
　局長　韋永寧
　技正　朱久華

経済部
　部長　孫運
　次長　張光世
　技監　陳文魁

（出所）　筆者作成。

図１　政府機構と主な登場人物 
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と人物を示した。しかし，これまで述べてきた

ように，実際の政府の活動をこのような組織図

から理解することは難しい。むしろPan （1978）

を検討すると，1970年代の台湾の政府機構にお

いては各部局の役割が曖昧で重複し，インフォ

ーマルなネットワークが重要な役割を果たして

いたことが明らかになる。

部局間の分業が曖昧で重複していたことは，

そもそもの出発点となった1973年の蒋経国の指

示によく現れている。産業の高度化という課題

は各部局に等しく伝えられ，経済部は IC プロ

ジェクトを立案し，国科会も独自のプロジェク

トを立てた。もっとも潘が指摘しているように，

蒋がそれを指示と考えていたかどうかは不明で

ある。ただ，もし部局間の分担が明確であった

ならば，各部局が競い合って産業高度化という

課題に取り組むことはなかったと考えられる。

そして第Ⅴ節に示したように，この曖昧さ，重

複は1975年年末から翌76年年初にかけて，経済

部と国科会の間の対立を引き起こすことになっ

たのである（注52）。

一方，経済部工業局の場合，重複とは反対に，

本来，産業政策を司る部局でありながら，重要

な意思決定に関与した形跡はまったくない。

Pan（1978）によれば，1975年11月26日，技術

導入先を事実上決定した会議に局長が出席し，

1976年４月20日にスタートした発展計画ワーキ

ング・グループの事務局を務めているだけであ

る。TAC や工研院は部長，次長，技監という

経済部の最高幹部と直接，チャネルを持ち，工

業局はほとんど飛ばされていた。例えば，

TAC の議事録は孫運 部長には常に送られて

いたが，工業局は配布先に入っていない。

Wade（1990）は台湾の工業化における工業局

の役割を高く評価したが，修正の必要があるだ

ろう。

このようにフォーマルな組織体系が実態と乖

離していたことは，政府の活動は政府内のイン

フォーマルなネットワークによって補完されて

いたことを意味する。例えば，1974年２月７日

の朝食会は既述のように非常に重要な場となっ

たが，フォーマルな集まりだったとは考えられ

ない。特に交通部，経済部及び工研院が呼ばれ，

国科会あるいは軍の中山研究院は呼ばれなかっ

たことは注目される。その理由を直接示す資料

はないが，参加者の間にインフォーマルなネッ

トワークがあったことは推測することができる。

方と康は交通部に所属し，孫と費はいずれも交

通部にいたことがあった。潘については，潘文

淵紀念館にある年譜によれば，1966年，費と潘

によって近代工学技術会議の第１回は組織され

た。また，1968年，当時，交通部長だった孫の

依頼を受けて，潘は同部の顧問になっている。

さらに，方の活動に注目すると，彼を中心と

したネットワークが見えてくる。1973年秋，方

は上司である交通部長を挟まず，行政院秘書長

の費と連絡をとっていた。プロジェクトが立ち

上がると，方は交通部電信総局の局長の地位に

ありながら，経済部所管のプロジェクトに深く

関与し続けた。いったんヒューズ社からの導入

が決まった1975年９月26日の会議をはじめ，台

湾での主要な会議には必ず出席していたと考え

られる。発展計画ワーキング・グループが1976

年４月に始まると，その招集人に就いた。いず

れも方と孫の間の強い結びつきを示していると

言えよう。注13で述べたように，方は1978年に

第２代の工研院院長に就任した。
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２．在米華人ネットワーク

Pan （1978）には1970年代の台湾の政府と在

米華人社会の間の深い関係が示されている。そ

して当時の在米華人社会の様相及び台湾とのつ

ながりが見えてくる。第１に，在米華人社会は

決して一枚岩ではなく，いくつものグループに

分散していた。グループ間では必ずしも交流は

なかった。TAC は潘の個人的なネットワーク

に基づいて結成されていたのである。第２に，

例えば潘文淵と孫運 ，朱伝渠と徐賢修のよう

に，それぞれのグループは台湾側の特定の人物，

グループとつながっていた。したがって，潘に

のみに注目して，単純に在米華人を台湾の経済

発展の促進要因として考えることには慎重であ

るべきである。朱のように反対側に担ぎ出され

る在米華人もいたからである。状況次第では，

プロジェクトをつぶす要因となった可能性もあ

る。

在米華人社会についてより理解を深めるため，

Pan（1978）の中にある２つのケースを紹介し

たい（注53）。ひとつは中国電子技術者学会（Insti-

tute of Chinese Electronics Engineers。以下，ICEE）

のケース，もうひとつは張忠謀（Morris Chang）

のケースである。

Pan（1978, 296-299）にある手紙と電報によれ

ば，ICEE はカリフォルニア在住の華人電子技

術者が組織した団体であったと考えられる（注54）。

1977年１月29日，カリフォルニアのサンノゼに

おいて，潘を迎えて ICEE の会議が開かれた。

潘はそこで60数人を前にして，「祖国の電子工

業の動向及び海外の学者は如何に技術によって

国に報いることができるか」という講演を行っ

た。興味深いのは潘の訪問が孫部長によってア

レンジされたことである。つまり，在米華人社

会は幾つものグループに分化していたが，台湾

側ではその複数とチャネルを持っていたのであ

る。ICEE は孫の仲介によって，潘に協力する

ことを約束した。

張忠謀は後に台湾に行き，1980年代に実施さ

れた第３期の IC プロジェクト（「超大型積体電

路技術発展計画」）の成果をもとに TSMC（Tai-

wan  Semiconductor  Manufacturing, Co. ／台湾積

体電路製造公司）を設立した人物である。その

際，張がピュア・ファウンドリー戦略（注55）を採

用したことは，TSMC の飛躍的な成長をもた

らしたばかりでなく，今日の台湾半導体産業の

発展の原動力となった。IC プロジェクトが行

われた1970年代，張はテキサス・インスツルメ

ンツ（以下，TI 社）の副社長であり，アメリカ

の半導体産業の中で最も著名で影響力のある華

人の一人だった。

1976年１月22日，潘は TAC の凌宏璋（H. C. 

Lin）とともにテキサスの張を訪ねた。それは

前年12月に開かれた工研院役員会の決議に基づ

いていた。前項で述べたように，当時，経済部

及び工研院と国科会の間は緊張していた。未確

認だが，国科会も工研院の役員会の席を持って

いたはずであり，決議は国科会から出されたの

ではないかと考えられる。実際，潘たちの訪問

の議事録（pp. 257-260）は，TAC の通常の議事

録と違って，TAC，経済部，工研院の関係者

だけではなく国科会の徐主任委員，何宜慈副主

任委員，朱伝渠と，行政院秘書長の費 ，財

政部長の李国鼎にも送られている。徐は張と

元々関係を持っていたと考えられ（注56），朱に続

き，半導体産業の権威である張から IC プロジ

ェクトに対する反対論を引き出せると期待した

のかもしれない。訪問前日の22日に康に送った



（注１）台湾の IC 産業の発展及びその中での IC プ

ロジェクトの位置づけについて，詳しくは以下で言及
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とはいえ，本稿は Pan（1978）の単純な要約

ではなく，筆者の問題意識にしたがって再構成

している。すなわち IC プロジェクトの革新性

に注目し，それ故に取り組まなければならなか

った模索と選択に焦点を当てた。具体的にはプ

ロジェクトのターゲットの絞り込み，技術の選

択，プロジェクトの構想の具体化，技術の導入

先の選択，批判や反対への応答，プロジェクト

の成果の事業化という局面についてPan（1978）

を整理していった。また，第Ⅶ節ではプロジェ

クトの進行に作用した構造的要因として，政府

機構と在米華人ネットワークについて，Pan

（1978）にある事実をまとめた。

このように Pan（1978）を読み解くことによ

って，IC プロジェクトがどのように企画され，

実施されたかに関する事実関係を少なからず示

すことができた。しかし，これは IC プロジェ

クトの物語の半分でしかない。プロジェクトが

実施段階に入ると，基層や中間の段階でプロジ

ェクトを運営する者たちの役割が重要性を増し

ていったからである。極端なことを言えば，彼

らが RCA 社から技術を学ぶことができなけれ

ば，あるいは模範工場の良品率を高めることが

できなければ，潘たちの構想は画餅に終わった

はずである。筆者は佐藤（2000a）で仮説的に

示したように，彼らの存在と行動は，政府の動

きとは独立した台湾社会の動態の中で捉えるべ

きだと考えている。本稿で整理した事実の分析

をさらに進めるとともに，それをこのような台

湾社会の動態と組み合わせることが今後の課題

である。

手紙の中で潘は，張を訪ねることは「いくぶん

政治的です」（partly political）と述べている（p. 

350）。実際，張は反対の立場に立っていたとい

う証言もある［何　1998, A63］。

しかし，議事録の文面を読む限り，張は IC

プロジェクト自体にも，CMOS 技術の選択や

RCA 社から導入することにも反対せず，肯定

的な見解を示した。Pan（1978, 320）の図にお

いても，潘は張をプロジェクトに敵対した勢力

には入れていない。会見で潘たちは張に，国科

会が中華民国の現在の工業化においてどのよう

な役割を果たすべきかという質問も行っている。

張は，国科会は工研院のプロジェクトを補完す

べきだ答え，パッケージ用のプラスチック材料，

配線用の合金，LED の光度と調節に関する器

具という具体的な研究項目をあげた。結果的に

張は，経済部と国科会の意見の対立に対して第

３の意見を提出し，プロジェクトの進行を促す

役割を果たしたのである。

潘は方とともに同年７月22日，台北の圓山飯

店で再び張と会っている。議事録 （pp. 287-289） 

によれば，この時の会見は純粋に参考意見を尋

ねるものだったと見られる。

む す び

Pan（1978）は高い資料的な価値を持ちなが

ら，アクセスが困難なことから，従来，台湾半

導体産業の研究で使われることは少なかった。

そのような空白を埋めるため，本稿では Pan

（1978）の内容をかなり詳細に紹介した。本稿

は Pan（1978）の全てを網羅したわけではない

が，IC プロジェクトの実態を知る上で重要な

事実の大部分を含んでいる。



する文献を参照されたい。なかでも呉・沈（1999） は

通史として最も優れている。

（注２）1960年代に設立された外資系の組立メーカ

ーは，設計とウェハー加工には展開しなかった。また，

民間部門における萬邦電子の設立もひとつの前史をな

しているが，その製品はトランジスタであり，IC で

はなかった。しかも所期の成果をあげられなかった。

したがって，今日の IC 産業の直接の起源は，国家に

よる IC プロジェクトに求めるのが妥当だと考えられ

る。

（注３）Wade（1990） も，台湾の工業化における国

家の役割の重要性を示す例証として IC 産業を取り上

げている。このほか，台湾 IC 産業に関する重要な研

究としてはや徐（1997）や陳（2003）がある。しかし，

徐（1997）は地理学の観点から分析しているため，歴

史的過程には重点を置いていない。陳（2003）は主と

して1990年代の IC 産業を論じているので，歴史的過

程への関心が薄い。

（注４）この４つには事実誤認も散見される。例え

ば Meaney（1994, 174）では，孫運 は1974年８
・

月
・

，

政府が電子産業を柱として台湾の産業高度化を進める

方法を研究してもらうため，潘を台湾に招聘したと書

かれている。後述するようにこれは明らかに誤りであ

る。この誤りは Mathews（1995, 41），Hong（1997, 

47），Mathews and Cho（2000, 158）に引き継がれて

いる。

（注５）青山（1999）も蘇（1994）を使っている。

ただし，過程の叙述は呉・沈（1999），佐藤（2000a）

より簡潔なものになっている。

（注６）Pan（1978）の中では「台湾」と「中華民

国」がほぼ交換可能な言葉として併用されている。本

稿では主に「台湾」を用いることにする。

（注７）近代工学技術会議は台湾の科学技術政策に

大きな影響力を持った。後述するように，IC プロジ

ェクトも1974年の会議でオーソライズされた。

（注８）工研院の成り立ちについては後述する。な

お，工業技術研究院は現在，工研院と略称されるのが

一般的であるが，Pan（1978）の中では工技院と略称

されている。

（注９）孫運 については楊（1989）を参照。1978

年，行政院長に就任する。

（注10）書簡のほか，TAC の議事録も重要である。

これは毎回，潘によってまとめられ，TAC のメンバ

ーや孫部長をはじめとする関係者に送付された。会議

以外の記録は，ニューズレターとして発信された場合

もある。

（注11）技術顧問会議に関しては，詳しいことはわ

からない。

（注12）蘇（1994, 6）によれば，潘が後述する1974

年２月７日の朝食会で，質問に答える形で初めて1000

万米ドルという金額と４年という期間を示したように

書かれている。しかし，このような経緯からすれば，

それは誤りである。

（注13）方は1911年生まれ。政府内の電信分野にた

ずさわり，1968年，交通部次長，69年，電信総局局長

を兼任，72年，次長を辞し局長専任となった。1978年

からは工研院の第２代院長に就任した［林　1996］。

（注14）費は1911年，江蘇省で生まれ，1933年，交

通大学を卒業，その後，渡米しコーネル大学で土木工

学の修士号を取得した。戦後，台湾に渡り，交通部次

長，行政院国際経済合作発展委員会副主任委員を経て

行政院秘書長に就任した。その後，財政部長，行政院

政務委員を歴任，1984年，交通事故で他界した（中央

研究院近代史研究所档案館ウェブサイト http://

archives.sinica.edu.tw/main/person.html ）。

（注15）蘇（1994, 4）には朝食会が開かれるまでの

経緯が簡単に述べられているが，それはここで述べた

ような Pan （1978）に示されているものとはずれてい

る。蘇（1994, 4）では，蒋経国の指示は費のみに与え

られ，費が潘と方に相談をもちかけ，３人で相談して

電子産業をターゲットとすることが決まったかのよう

に書かれている。しかし，既に述べたように，Pan 

（1978）によれば，蒋の指示はあらゆる関連する高官

に伝えられ，それは技術顧問会議を経由して潘に伝わ

っていた。蘇（1994, 4）が蒋経国の指示の時期を，そ

の年の冬としていることも，事実と異なる。

また，工業技術研究院・天下文化（2001, 11）では，

方が帰国後，経済，交通，教育，国防の４部の長を集

め，IC プロジェクトの草案への署名を得たと書かれ

ているが，Pan（1978）には対応する事実は見当たら
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ない。

（注16）何故，デジタル・ウォッチだったのかを明

確に示す資料はないが，潘の勤める RCA 社がデジタ

ル・ウォッチのキーデバイスである時計用 IC や LCD

（液晶表示体）の主要な生産者であったことが原因で

あったと推測される。

（注17）ただし，既に体温計の生産が軌道に乗って

いることから，医療用電子機器も同時に育成できるの

ではないかという考えを，方は示していた。

（注18）実際には７月に開かれた。

（注19）文面を読むかぎり，メモの本文は朝食会の

場で配られたと考えられる。

（注20）康も IC プロジェクトにおいて，潘の協力

者として重要な役割を果たした人物である。彼は電信

研究所の所長としてかねてより潘と親交があった。

Pan（1978, 11）の康から潘への手紙には，1973年３

月から４月にかけて，一緒に視察旅行したとある。康

はまた，電信研究所で IC の研究を始めた人物でもあ

る。康は1974年に交通部を定年退職し，IC プロジェ

クトのため工研院に電子工業研究発展センターが設立

されると，その初代主任に就いた。

（注21）蘇（1994, 7）では潘の報告後，孫が「誰が

この案件を行うのか」と尋ね，潘は「工研院は設立間

もなく，人材も豊富だ。工研院に委ねれば間違いない

はずだ」と答えたとしている。しかし，報告はここに

見るようにそのようにはなっていなかったし，後述す

るように工研院が実施主体としてすぐに決まったわけ

ではない。

（注22）胡と潘がいつ，どこで初めて会ったかは資

料の間で矛盾している。ここでの記述に従えば，1974

年１月ないし２月である。1974年７月，近代工学技術

会議の開会前に行ったスピーチでも，潘はその時に胡

に会ったと述べている〔Pan 1978, 475〕。ところが，

蘇（1994, 17）では，胡は圓山飯店で面識のなかった

潘を訪ねたと述べている。胡自身，同様の証言をして

いる（『工商時報』2000年４月１日）。Pan（1978, 

460）によれば，潘が圓山飯店に宿泊したのは同年７

月の滞在時で，１月から２月にかけてはクレイトン・

クオ氏の家に宿泊している。

（注23）孫は台湾の技術発展に強い関心を持ってい

た。工研院も前年に，孫の強い指導力によって設立さ

れた［楊　1989, 126-128］。孫にとって IC プロジェク

トは，自分がつくった入れ物に入れる格好の中身だっ

たのではないだろうか。

（注24）証言の食い違いもある。杜俊元と曽黎明は

CMOS 以外に選択の余地がなかったと述べている［何

1998, A38, A159］。それに対し，鄭国賓は TAC が

CMOS を選んだと述べている［何　1998, A210］。杜

については後述，曽は経済部の技術顧問室顧問や「電

子情報技術研究審議会」（「電子資訊技術研審会」）の

秘書を務めていた（何　1998, A149）｡ ただし，時期は

不明である。鄭は TAC のメンバーだったとされるが

［何　1998, A209］，時期は不明。少なくとも IC プロジ

ェクトに対応した第１期ではない。また，蘇（1994, 

22-23）も TAC によって CMOS を選んだと述べてい

る。なお，蘇はここで，TAC のメンバーは毎週土曜

日に集まっていたと述べているが，Pan（1978）の資

料と照合する限り，毎週，集まっていたとは考えられ

ない。

過去の研究はこのような曖昧な過程にあまり注意を

払っていない。Pan（1978）を参照している王（2004, 

59-60）においても，CMOS を選択するという明確な

判断がなされたように書かれ，以下で述べるような本

稿の読み方とはかなり食い違っている。なお，王の

CMOS の選択とデジタル・ウォッチの関連に関する

記述〔Pan 1978, 60-61〕には誤りがあると考えられる。

誤植なのか，勘違いなのか，潘が197
・

3
・

年10月16日に方

に送ったメモを7
・

4
・

年10月16日としている。そのため，

そもそも構想はデジタル・ウォッチから出発し，後に

IC へと転換したという，前節で述べたような展開が

不明瞭になっている。

（注25）2003年４月９日，胡へのインタヴューによ

れば，バイポーラ，PMOS，NMOS，CMOS 以外に

も候補があったという。

（注26）RFP とはあるプロジェクトに対して，提案

を要請する文書で，この場合，台湾側の主旨や関連す

る情報，提案に含まれるべき項目が書かれていた。

Pan （1978, 481-509）に実物が収録されている。

（注27）RFP を発信した日時を３月21日とするのは，

TAC 第５回会議（４月５日及び６日）の議事録によ
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る〔Pan 1978, 160〕。ただし，Pan（1978）に収めら

れている RFP の表紙には３月31日とある。蘇（1994, 

23）で２月21日に発信したとあるのは，前後から考え

て明らかに誤りであろう。

（注28 ）中央研究院のウェブサイト（ http://www. 

sinica.edu.tw/as/fellow/math/Chao-Chen-Wang.html ）

によると，王兆振は1914年生まれ，潘同様，交通大学

を卒業後，渡米し，ハーバード大学で博士号を取得し

た。その後1973年まで，アメリカで技術者あるいは大

学教授として活躍した。RCA 社に勤務した経験もあ

った。1968年，中央研究院の院士に選ばれた。1973年，

工研院が設立されると，初代の院長に就任した。

（注29）誤解を避けるため注意を促しておきたいが，

潘及び TAC のメンバーは王兆振院長の地位に取って

代わろうとしたわけではない。TAC の第２回会議が

行われた1974年12月８日には，TAC と王院長の間の

摩擦が既に表面化していたが，その議事録の冒頭では

TAC が工研院によって結成されたこと，その役割は

IC プロジェクトの成功の可能性を高めるため，支援

と助言をすること，IC プロジェクトは工研院が責任

を負い，プロジェクトの最終的な成否は工研院次第で

あることが確認されている〔Pan 1978, 110〕。摩擦は

プロジェクトの方向性をめぐって発生したのである。

（注30）潘たちと王の間の確執は，早くからくすぶ

っていたようである。例えば，1974年12月21日に康は

潘に宛てた手紙の中で，方がかつて「わたしたち４人

［潘，王，方，康］の中でこの計画に自信がないのは

王氏だけだ」と洩らしたと書いている 〔Pan 1978, 

330〕。潘の台湾滞在時とあるので，1974年１月から２

月か，７月のことだと考えられる。

（注31）なお，当時の郵便事情から考えて，10月26

日の時点で潘は10月24日付けの王の手紙は受け取って

いなかったであろう。Pan（1978）では先に10月26日

の議論の議事録があり，その後に王の手紙が収められ

ている。

（注32）『工商時報』2000年４月１日に掲載されてい

る胡の証言は，はじめに500枚規模の工場が建設され，

それを4000枚規模に拡張されたように書かれているが，

これは筆者自身の胡へのインタヴューを含む他の資料

からみて誤りであろう。計画段階で500枚規模から

4000枚規模に改められたのである。

（注33）『工商時報』2000年４月１日の胡の証言によ

れば，台湾側の判断で RCA 社が使っているものとは

違うイオン注入機を購入した。

（注34）方の証言と Pan（1978）は必ずしも一致す

るわけではない。たとえば，当時，ヒューズ社が製造

していたのは CMOS ではなく，PMOS だったと方は

述べている［何　1998, A5］。年数を経てなされた証言

よりも，Pan（1978）の方が信頼性は高いと考えられ

る。

（注35）王も導入先の選択について論じているが

〔王　2004, 61-63〕，本稿のように王院長と潘たちとの

摩擦には言及していない。

（注36）後述するように GI 社との交渉にも TAC の

メンバーは参加していなかった。

（注37）この間，インターシル社が候補から外され

ているが，その経緯は不明である。

（注38）方の証言によれば［何　1998, A4-5］，まず

方が孫に「この問題について，潘氏の意見をまだ聞い

ていません。すぐに決定するべきではないと考えま

す。」と言い，その後，方は潘に電話をかけた。方は

潘からヒューズ社の提案には疑問があるというコメン

トを聞き，孫に伝えた。そこで潘にヒューズ社を訪ね

てもらうことが決まった。

なお，方によれば，同時に張忠謀も訪ねるように指

示が出されたという。しかし，後述するように，Pan

（1978）の資料によれば，実際に潘が張を訪ねるのは

数カ月後であり，また，背景も異なっている。

（注39）その後，1977年に工研院は IMR 社と，マス

ク製造に関する技術移転の契約を結んでいる。

（注40）他の関係者の証言によると，Pan（1978）

で取り上げている以外にも批判，反論はあった。例え

ば方によれば，後に中央研究院院長に就く物理学者，

呉大猷も反対していた［何　1998,  A6］。また，胡に

よれば財政部長の李国鼎も反対していた［何　1998, 

A63］。

（注41）徐から王への1976年１月６日の手紙によれ

ば，朱は米ハネウェル社の前上席副社長である〔Pan 

1978, 342〕。華人系コンピュータ会社，ワング社の副

総裁であったこともある［何　1998, A63］。また，徐
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（1995, 24）によれば，科学工業園区の立地選びの際，

朱は徐に同行しており，密接な関係であったことがわ

かる。

（注42）Pan（1978）の320ページに IC プロジェク

トを推進した勢力と，阻害した勢力が図示されている。

図ではそれぞれの機関，人物からプロジェクトに向け

て矢印が書かれていて，その太さによって力の強弱を

表していると考えられる。それによれば，阻害勢力の

中で工研院（王院長）を除けば，国科会と財政当局の

圧力が最大であった。

（注43）徐は1912年生まれ，浙江省出身。清華大学

を卒業後，渡米し博士号を取得，その後，アメリカの

大学で教える。1970年，台湾に渡り，清華大学の学長

を75年まで務める。1975年からは国家科学委員会主任

委員，工研院董事長などを歴任した。1978年，中央研

究院院士。2001年，アメリカで他界した （清華大学ウ

ェブサイト http;//www.nthu.edu.tw/index-t/intro/ 

intro 45_m.htm 及び中央研究院ウェブサイト http://

www. sinica.edu.tw/as/fellow/mem-1-past.html）。

（注44）朱伝渠の電子産業全般に関する報告書につ

いては，徐賢修が王兆振に宛てた1976年１月６日の付

けの書簡の中で言及している〔Pan 1978, 342〕。また，

後述するように，1975年12月24日，方賢斉が孫運 に

これに対する反論の書簡を送っている〔Pan 1978,  

351-352〕。これによると，朱の報告書は「若干の所感

と提言」（若干觀感及提議）というタイトルであった。

（注45）1976年２月３日，康から潘に宛てた手紙

〔Pan 1978, 262-263〕によると，この反論は王のとこ

ろで握りつぶされた。

（注46）第１段階は準備期間，第３段階は技術発展

の加速期としていた。

（注47）何は1921年生まれ。廈門大学を卒業後，渡

米し博士号を取得した。IBM に16年勤務した後，

1974年，台湾に戻り，台湾大学で教えたが，徐賢修に

見込まれて政府に入る。国家科学委員会副主任委員，

新竹科学工業園区管理局の初代局長，資訊工業策進会

の執行長を歴任した。2003年，アメリカで他界した

（http://www.epochtimes.com/gb/3/4/15/n300855. 

htm）。

（注48）何（1998, A30-47）に杜の証言が収められ

ている。そこでは注24のような重要な証言がある。し

かし，本文で述べたように，Pan（1978）を見る限り，

杜が IC プロジェクトに深く関わるようになったのは

ワーキング・グループからで，それ以前の技術や導入

先の選定のプロセスに必ずしも直接，関わってはいな

い可能性がある。もしそうならば，その時期に関する

証言の信頼性はやや割り引く必要がある。ただ，なお

不明な点は，杜は導入する技術と導入先を検討してい

た時期に孫部長の下に「七人指導委員」が置かれ，彼

もその一人だったと述べていることである［何　1998, 

A34］。また，張俊彦は「六人グループ」（「六人小

組」）があり，張もメンバーだったという［何　1998, 

A73］。張は交通大学で早くから半導体の研究に従事

してきた学者で，現在，交通大学の学長である。しか

し，Pan（1978）にはこのような委員会あるいはグル

ープに関する資料はまったく収められていない。

（注49）ただし，ワーキング・グループがプロジェ

クトの運営を主導したと考えるのは正しくない。運営

方針は基本的に電子工業研究発展センターによって考

案されていた。ワーキング・グループの役割は監督者

としてその案にお墨付きを与えることだったと考える

のが妥当である。聯華電子の初代総経理に杜が就いて

いることから，官民をつなぐチャネルという機能は，

ある程度，果たしたと言える。

（注50）蘇（1994, 51）には民間への移転方式として，

①リース，②資産を換算して投資する，③企業を設立

し，電子工業研究発展センターは引き続き研究開発を

続けるという３つの案が提出され，専門家の間での議

論の結果，③が採用されることになったと述べられて

いる。蘇（1994）はいつ，どのような場での議論だっ

たか明示していないが，前後の文章からは1979年に議

論が行われたように読める。しかし，本文で Pan

（1978）を整理した結果からすると（上の３方式をめ

ぐる議論の資料自体は収められていない），ワーキン

グ・グループの第２回会議の直前だったと考えられる。

また，杜も1976年の近代工学技術会議でこの３点が議

論されたと証言している［何　1998, A31］｡

（注51）佐藤（2000b）ではピュア・ファウンドリ

ー・モデルの由来を検討したが，IC プロジェクトま

で遡れることは Pan（1978）によって明らかになった
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新しい発見である。

（注52）ただし，経済部と国科会の競い合いが正の

効果も持っていたことは指摘しておくべきであろう。

国科会は1970年代後半，新竹科学工業園区の建設を進

めた。その初代管理局長には何副主任委員が就任した。

園区はその後，IC 産業の受け皿となり，聯華電子を

はじめ，南部科学工業園区ができるまで南亜科技を除

く台湾の全てのウェハー加工工場は新竹科学工業園区

に設立されたのである。

（注53）このほか，毛昭寰のケースも興味深い。彼

は潘文淵の知り合いではなかったと見られる。しかし，

RCA 社からの技術導入を支持する見解を表した〔Pan 

1978, 319〕。毛の見解は蘇（1994, 25-28）に詳しい。

（注54）この時，ICEE 執行秘書の呉緯国（Wu, 

Wei-kuo）が孫や潘のコンタクト・パーソンとなった。

彼は1948年，台湾で生まれ（貫籍は江蘇省），71年に

渡米，75年にカリフォルニア大学バークレー校で博士

号を取得した。1981年，台湾に戻り，大王電子を設立，

89年に中国に渡り，珠海南科電子を設立した（http://

www.zsu.edu.cn/publication/get/campaper/173/

16.html）。

（注55）ウェハーの受託加工に特化し，設計は行わ

ず，したがって自社ブランド製品を持たないというビ

ジネス・モデル。1995年に聯華電子もこのモデルに転

換した。現在，TSMC と聯華電子はそれぞれ世界第

１位と第２位のファウンドリー・メーカーで，合わせ

て受託市場の過半のシェアを有している。

（注56）後に張を台湾に呼び寄せるのに尽力したの

は徐である［康　1993, 240］。
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